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Ⅱ-4-(3)長時間介護などの地域生活支援のための財源措置 

【表題】長時間介護などの地域生活支援のための財源措置 

【結論】 

○ 国は、長時間介護に必要な財源を確保する。 

○ 地域移行者や地域生活をする重度者に関する支援サービスに関して、他の

支援サービスの場合における負担と支給決定のあり方とは、異なる仕組み

を導入する。 

○ 国は、地方自治体が、国庫負担基準を事実上のサービスの上限としない仕

組みを財源的に担保する。 

 

【説明】 

どんなに重い障害がある人でも、障害者権利条約第 19条の「他の者と平等な

選択の自由を有しつつ地域社会で生活する平等な権利」を実現することが求め

られる。長時間介護も、その人の障害特性やニーズ、医療的ケアの必要度等に

応じて、日中の介護のみが必要な人から、２４時間のパーソナル・アシスタン

スが必要な人まで、必要とされる介護内容は様々である。ただ、どんなに重い

障害がある人でも、またどこに住んでいても、地域社会で暮らす権利が満たさ

れる為に必要な支援量は提供されるべきである。上記を満たし、各人のニーズ

に応じた支援が適切に届けられるために、財源を確保して支援することが必要

である。 

地域移行者と地域生活をする重度者では、負担と支給決定のあり方を変える

べきである。地域移行者の中には、出身自治体と居住自治体が分かれているケ

ースが少なくない。住民票がある住所では地域生活が出来なかったため、入所

施設や精神病院に長期間、社会的に入院・入所している、という住民票住所と

実際の居住地が異なるケースなどである。こういう人が地域移行した場合、移

行先が住所地となるため、施設や病院に近い自治体、あるいは重度者の地域移

行を先進的に進めてきた自治体は、過剰な負担を強いられる可能性がある。こ

れが、地域移行を阻害する要因の一つでもある。 

そこで、施設・病院から地域移行する人や親元から独立して別市町村で暮ら

す障害者については、出身自治体が一定年度の財政負担（恒久的かどうかは検

討）をした上で、居住自治体での支給決定をすることも検討してはどうか。 

現状では国庫負担基準という形で実質的な予算上限を設定しているため、少

なからぬ自治体が、国庫負担基準を事実上のサービス上限としている。 

はじめに予算ありき、ではなく、まずは障害者のニーズを中心に検討すべき

である。そのニーズを積み上げる形で、必要な支給決定がなされる必要がある。 

総合福祉法においては、障害者の実態とニーズに合わせ、「地域で暮らす権利」
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を保障するための財源を確保すべきである。 

従って、国庫負担基準については、次のような考え方が考慮されるべきであ

る。 

（1）地域生活する重度者について、現行の国庫負担率以上は国負担を原則とす

る。ただ、そのことが無理な場合、例えば都道府県での基金化も含め市町

村負担を大幅に引き下げる対応を考えるべきである。 

（2）ホームヘルプについては、８時間を超える支給決定をする場合は、８時間

を超える部分の市町村負担は５％程度に下げ、都道府県が４５％を負担し、

８時間以内の支給決定をする場合および８時間以上の支給決定の場合の８

時間分については、市町村負担を２６％とし、都道府県負担の１％を確保

して使うようにする案を提示した。（図参照） 

  なお、ホームヘルプにかかる国の負担割合は現行５割であるが、地域格

差なく、必要とされるサービス提供が保障されるためには、現行以上の国

の負担割合を検討すべきである。 

 

 

 

 上記の図で８時間を境にしている理由は、重度訪問介護の区分６の国庫負担

基準が約４０万円で、月２１２時間程度の単価となり、１日当たり７時間超

であることから、８時間を境にしている。 

また入所施設や精神病院への入院・入所者の地域生活移行等を促進するため、

例えば居住地と出身地で費用を分担するような方式が考えられないか。（下図参
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照） 

 

 

都道府県
25.0％

国
50.0％

居住地の市町村
25.0％

都道府県
25.0％

国
50.0％

出身地の市町村
12.5％

居住地の市町村
12.5％


